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はじめに
私鉄経営の出発点において，路線と駅の敷地買収は免許取得後における最大の関門であるといえ
る。路線の始点と終点が決まっている以上，地形的な要素もあり，路線の選択肢は自ずと限られて
おり，一ヶ所の用地買収に失敗するだけで，路線計画は大幅な修正を余儀なくされることになる。
また地主の側からすれば，路線計画が判明すれば周辺地価の確実な上昇が見込まれることから，買
収価格を現況地価以上に引き上げたい衝動にかられることになる。私鉄会社としては買収価格があ
まりに高騰すれば経営の出だしから財務状況が悪化することになり，従って私鉄会社にとって用地
買収は，可能な限り予定通りの路線用地を，可能な限り低額で買収することが肝要となる。では具
体的に私鉄会社どのような方法や交渉を用いて上記の課題を実現したのだろうか。中村尚史は関西
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＜要約＞
私立鉄道会社の経営にとって，出発時の用地買収は重要な課題である。１９２３年設立され
た小田原急行鉄道株式会社（現小田急電鉄株式会社）が沿線用地をどのように買収し，駅
を設置してきたのか，沿線地域の史料をもとに検討した。第１に注目される点は創業者利
光鶴松のネットワークである。政治家時代に自由党に入党し自由民間活動家や東京市政関
係者と親交を結んだ利光は，これらのネットワークを活用して，沿線地域との交渉を行っ
た。第２の論点は駅の設置場所を巡る交渉である。沿線地域のなかでも多摩川以西の神奈
川県内陸部の自治体は，東海道線開通以後，県の動脈が沿岸に集中したことから，内陸部
の鉄道敷設を渇望しており，少数の例外を除き同社の路線敷設に賛成であった。ただ用地
買収条件については，個別の土地所有者の利害が存在し交渉は難航した。小田原急行側は，
後発私鉄であるがゆえに，隠密の用地買収を行うことができず，地域有力者の調停が不十
分な場合，駅設置の有無，設置場所を交渉カードとして用いた事例が確認された。駅用地
についても従来は地元自治体が好意的に寄付を行う事例が多かったと述べられているが，
実際には寄付は同社から要求されているケースが多く，駅の設置をめぐり，沿線自治体内
外で紛争が生じる場合も存在したことを地域文献を元に明らかにしている。
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の私鉄，箕面有馬電気軌道を例にとり，その具体的用地買収手法について明らかにしている１）。中
村によれば小林一三が経営する箕面有馬電気軌道の用地買収手法のポイントは以下の４点にあった
（中村論文の事例は路線用地に限らず沿線の住宅地開発の事例を含むものであるが，買収に関わる
手法は共通するものとして叙述する）。地元の有力者に土地買収の仲介を依頼する。買収用地
として部落（大字）有地や村有地といった共有地を可能な限り選択する。買収にあたり，地元住
民に鉄道敷設計画，沿線地域の開発計画が知れ渡る前に早期買収を目指す。買収に当たり社名を
出さずに他人名義を用いる。以上のような手段を用いることにより，箕面有馬電鉄，後の阪急グル
ープは地価上昇以前に大規模な用地買収を成功させ，沿線の高級住宅地化を実現したのである。
今回分析の対象とするのは小田原急行鉄道株式会社，現在の小田急電鉄株式会社（以下小田急）
である。創業者利光鶴松が前身となる東京高速鉄道株式会社の名義で鉄道省から新宿－小田原間の
鉄道敷設免許を獲得したのが１９２２年５月２９日。その後小田原急行鉄道株式会社として新宿－小田原
間の小田原線を開業させたのが，１９２７年４月１日であった２）。この間の同社による路線用地買収の
プロセスと，鉄道を誘致する地域社会の対応を分析することが本稿の課題である。
小田急小田原線の計画沿線，特に多摩川以西の神奈川県内陸部は，明治以降，鉄道の敷設が遅れ，
県の動脈が東海道線に集中したことにより，衰退の危機感を感じていたという。そのため，沿線住
民は鉄道敷設に総じて好意的であったという話がある。たとえば『小田急五十年史』には下記のよ
うな記述がある。「沿線の各地は，明治末期以降，武相中央鉄道や相陽鉄道（中略）などいくつか
の鉄道敷設計画が起こりながら，いずれも日の目を見ずに終わっていたので，小田原急行鉄道に寄
せる期待はすこぶる大きかった。したがって用地買収についても地元は概して好意的であった。と
くに停車場用地のかなりの部分が地元から無償で提供されているのも，そのあらわれの一つといえ
よう」（『五十年史』７３頁）。
しかし一方で同社４代目の社長となる安藤楢六の回顧談として次のような記載もある。安藤は入
社当時の配属先が同社の用地係であり，当時の状況を次のように回想している。「大学を出たての
世間知らずが，海千山千の地主を相手に，なんとか土地を安く売らせようとするのだ。鉄道が敷か
れれば，土地が値上がりするということは当然目に見えている。なんのかんのといっては，値段を
つり上げようとするのだ。まあ彼等の身になってみれば当然かもしれないが，それがまったく，呆
れるような法外なことをいうのだ。こんな相手と，なんの経験もないものが商売しようというので
ある。ちょっと常識で考えたって勤まるような仕事ではない。（中略）地主というものは，まった
く，こうもあるか，と思うほど強欲で因業であった。初めは別にそれほどの意識もなく，ただ職業
として就いたのであったが，次第に，これは社会の人々の福祉の為，国家の為ということに仕事の
意義を見出した私には，どれほど腹を立てさせられたり，義憤を感じさせられたりしたことか（後
略）」３）。
対照的ともいえる叙述であるが，一般的には総論と各論と考えるべきだと思われる。つまり沿線
地域全体として鉄道敷設歓迎ムードではあったが，個別の事例に即してみればやはり沿線地域間の
対立や地主との厳しい交渉が存在したということである。総論としてはそのような理解で良いと思
われるが，本稿では沿線の地域間対立と地主との交渉に小田急がどのように対したのかについて，
可能な限り具体的に明らかにしたい。
小田急線とその沿線の歴史については，鉄道史愛好家・研究者による数多くの出版物が存在す
る４）。本研究においてもこれらの先行研究に可能な限り眼を通したが，駅設置に関しては社史の記
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述に沿った記載がなされているものが多い，これら先行研究と沿線自治体の自治体史を中心とする
地域史料を対比することにより，駅設置問題についてはなお付け加える論点が存在すると考え，本
稿を執筆した次第である。
1．東京府下の路線買収・駅設置状況
今回分析の対象とするのは小田急小田原線の各駅である。小田急線にはその他に江ノ島線，多摩
線，箱根登山鉄道線があるが，設立の時期と状況が異なることから，今回は分析の対象外とする。
小田原各駅の設立時期と設置された自治体名を記したのが表１である。開業時には４１駅が設置され
たがその後，２駅が廃駅，１０駅が新設され，現在では４９駅となっている。今回分析の対象とするの
は，開業の１９２７年時点で設置された４３駅である（厳密には狛江駅と新座間（座間）駅は開設時設置
駅ではないが１９２７年設置ということで今回は分析対象に含める）。
創業者利光鶴松の人的ネットワーク
東京西郊から神奈川県にかけて開業した小田急線の立地については，創業者である利光鶴松の経
歴についても考慮を要する点がある。利光は１８６３年生まれ，大分県の農村から苦学して上京し，明
治法律学校（現明治大学）にて勉強の後，代言人（弁護士）資格を取得し，その後，立憲自由党（東
京支部幹事を務めた）に入党し，星亨の強い影響を受けつつ政治家活動を行っていた。自由党入党
のきっかけは苦学時代に当時神奈川県下にあった五日市において観能学校教員を務めた経験にあっ
たと言われている。「予ガ学生時代即チ明治十七年ヨリ明治十九年ニ至ル迄 前後三年間流寓シタ
ル 神奈川県五日市地方ハ実ニ自由党ノ巣窟ナリ（中略）滞留三年 常ニ以上ノ有志ト交ワリ政治
的感化ヲ受ケタリ 是レ 予ガ後年 自由党員トナリシ主ナル動機ナリ」５）。この時交流した民権
運動活動家人士のなかに村野常衛門等の名を見ることができる。つまり利光はこの時代の政治活動
体験を通じて東京市，多摩地方の政友会系地方政治家，民権運動活動家との交流を持っており，こ
のことが後年の小田原線用地買収で活かされた可能性を考慮しておく必要がある。
渋谷区（豊多摩郡代々幡村）の事例
冒頭に述べた沿線地域の小田原線敷設に対する態度は，多摩川以東の東京府下と，以西の神奈川
県下で，かなり温度差があった模様である。すでに述べたように東海道線の敷設により県経済の流
れから取り残され，鉄道敷設を渇望していた神奈川県内陸部に比べ，都心に近く既に京王電気軌道
（現京王電鉄），玉川電気鉄道（現東急玉川線）等の路線が開通されていた現在の渋谷区，世田谷区
住民にとって，小田原線開業は必ずしも熱望されたものでなく，その分用地交渉にも困難が多かっ
た。都心に近いほど抵抗は大きく，例えば１９１３年に開業した京王線も都心に近い新宿－笹塚間の用
地買収が地元の反対から遅れ，当初笹塚－調布間で開業されるほどであった６）。
小田急線においても新宿に近い地域においては反対意見が強かった模様であり，千駄ヶ谷地区の
住民から反対運動があったという記録がある。この地域は当時，山手線代々木駅が設置されたばか
りであり，近隣住民は小田急線のメリットが少なく，また山手線の踏切事故が多発したことにより
反対機運が強かったものだという。交渉は２年に及んだが，用地課長であった楠熊次郎は政友会千
駄ヶ谷支部長であり，楠の奔走により鉄道敷設が地元の繁栄につながるとの説得が繰り返された結
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表１ 小田急小田原線の各駅
現駅名 設立時駅名 設置年月 現住所 設置時点所属自治体 備考
新宿 １９２７．０４．０１ 新宿区西新宿 豊多摩郡淀橋町
南新宿 千駄ヶ谷新田 １９２７．０４．０１ 渋谷区代々木 豊多摩郡代々幡町
山谷 １９２７．０４．０１ 渋谷区 豊多摩郡代々幡町 廃駅
参宮橋 １９２７．０４．０１ 渋谷区代々木 豊多摩郡代々幡町
代々木八幡 １９２７．０４．０１ 渋谷区代々木 豊多摩郡代々幡町
代々木上原 代々幡上原 １９２７．０４．０１ 渋谷区西原 豊多摩郡代々幡町
東北沢 １９２７．０４．０１ 世田谷区北沢 荏原郡世田谷町
下北沢 １９２７．０４．０１ 世田谷区北沢 荏原郡世田谷町
世田谷代田 世田谷中原 １９２７．０４．０１ 世田谷区代田 荏原郡世田谷町
梅ヶ丘 １９３４．０４．０１ 世田谷区梅丘 荏原郡世田谷町
豪徳寺 １９２７．０４．０１ 世田谷区豪徳寺 荏原郡世田谷町
経堂 １９２７．０４．０１ 世田谷区経堂 荏原郡世田谷町
千歳船橋 １９２７．０４．０１ 世田谷区船橋 北多摩郡千歳村
祖師ヶ谷大蔵 １９２７．０４．０１ 世田谷区祖師谷 北多摩郡千歳村 千歳村祖師谷と砧村大蔵の境界近く。
成城学園前 １９２７．０４．０１ 世田谷区成城 北多摩郡砧村
喜多見 １９２７．０４．０１ 世田谷区喜多見 北多摩郡砧村
狛江 １９２７．０５．２７ 狛江市東和泉 北多摩郡狛江村
和泉多摩川 １９２７．０４．０１ 狛江市東和泉 北多摩郡狛江村
登戸 稲田多摩川 １９２７．０４．０１ 川崎市多摩区 橘樹郡稲田村
向ヶ丘遊園 稲田登戸 １９２７．０４．０１ 川崎市多摩区 橘樹郡稲田村
生田 東生田 １９２７．０４．０１ 川崎市多摩区 橘樹郡生田村
読売ランド前 西生田 １９２７．０４．０１ 川崎市多摩区 橘樹郡生田村
百合ヶ丘 １９６０．０３．２５ 川崎市麻生区 橘樹郡生田村 戦後新駅
新百合ヶ丘 １９７４．０６．０１ 川崎市麻生区 都筑郡柿生村 戦後多摩線敷設に伴う新駅
柿生 １９２７．０４．０１ 川崎市麻生区 都筑郡柿生村
鶴川 １９２７．０４．０１ 町田市能ヶ谷町 南多摩郡鶴川村
玉川学園前 １９２９．０４．０１ 町田市玉川学園 南多摩郡町田町
町田 新原町田 １９２７．０４．０１ 町田市原町田 南多摩郡町田町
相模大野 通信学校 １９３８．０４．０１ 相模原市相模大野 高座郡大野村
小田急相模原 相模原 １９３８．０４．０１ 相模原市南台 高座郡大野村
相武台前 座間 １９２７．０４．０１ 座間市相武台 高座郡座間村 高座郡新磯村との境界近く
座間 新座間 １９２７．０７．２８ 座間市入谷 高座郡座間村
海老名国分 １９２７．０４．０１ 海老名市国分北 高座郡海老名村 廃駅
海老名 １９４１．１１．２５ 海老名市上郷 高座郡海老名町
厚木 河原口 １９２７．０４．０１ 海老名市中新田 高座郡海老名村
本厚木 相模厚木 １９２７．０４．０１ 厚木市泉町 愛甲郡厚木町
愛甲石田 １９２７．０４．０１ 厚木市愛甲 愛甲郡南毛利村 中郡成瀬村石田との境界
伊勢原 １９２７．０４．０１ 伊勢原市桜台 中郡伊勢原町
鶴巻温泉 鶴巻 １９２７．０４．０１ 秦野市鶴巻北 中郡大根村
東海大学前 大根 １９２７．０４．０１ 秦野市南矢名 中郡大根村
秦野 大秦野 １９２７．０４．０１ 秦野市大秦町 中郡南秦野村
渋沢 １９２７．０４．０１ 秦野市曲松 中郡西秦野村
新松田 １９２７．０４．０１ 松田町松田惣領 足柄上郡松田町
開成 １９８５．０３．１４ 開成町吉田島 足柄上郡吉田島村 戦後新駅
栢山 １９２７．０４．０１ 小田原市栢山 足柄上郡桜井村
富水 １９２７．０４．０１ 小田原市堀之内 足柄下郡足柄村
蛍田 １９２７．０４．０１ 小田原市蓮正寺 足柄下郡足柄村
足柄 １９２７．０４．０１ 小田原市扇町 足柄下郡足柄村
小田原 １９２７．０４．０１ 小田原市城山 足柄下郡小田原町
○生方良雄『小田急の駅今昔・昭和の面影』（JTBパブリッシング，２００９年）。
○上記文献の狛江駅の設置年と住所，和泉多摩川の住所は誤記と思われる。
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果，大正１４年に「円満」解決したと言われている７）。このように用地部門の担当者に地域政治の有
力者を取り込むことによって，困難な府下の用地取得を進めたものと考えることができる。
世田谷区（荏原郡世田谷町・北多磨郡千歳村，砧村の事例）
世田谷町と後に世田谷区に合併される千歳村・砧村には当初９駅が設置されたが，特に世田谷町
内では合併前の旧村を単位として駅設置と用地買収交渉が行われた模様である。たとえば，経堂駅
の周辺は福昌寺の土地で雑草の茂る野原であったが，駅の建築費用を旧経堂在家村の３，４軒の住
民が寄附し，駅の敷地の一角にあった農家を引き屋によってそのまま５００～６００m移動して駅設置
を実現したとの記録がある８）。また千歳村船橋地区では当初線路敷設に住民の反対機運が強かった
というが，社長利光鶴松自らが当時わらじばきで付近の説得にあたり，「ここに富士山の見える駅」
を作るからと地元の理解を得た結果，地域住民の理解を得，工事における住民の労力提供と駅前の
土地の寄付が得られたという９）。その他の地元対策としては従業員の多くを沿線地域から採用した
という記述がある。昭和初期の不況時に小田急という職場が開かれたことは沿線農家の二男・三男
にとって貴重な就職先であったに違いない１０）。用地買収代金は現金で支払われるケースもあったが，
株券による支払いが多かったという１１）。
当時の砧村に作られた成城学園は，当時成城学園の教員であった小原国芳が造り上げた学園都市
として名高いが，小原による学園用地取得の経緯にも注目すべきエピソードが記されている。まず
小原を利光に紹介したのは，当時の小田急副社長森恪であったという。森は政友会の政治家であり，
田中義一内閣期に東方会議を主催した人物として著名であるが，息子が成城学校の生徒であったこ
とから小原との仲介役になった。成城学園付近の砧村喜多見の高台の地主は神奈川県橘樹郡長尾在
住の地主，鈴木久弥であったが，小原の述懐によれば，駅設置を条件に小原が坪３円での用地買収
を仲介したという１２）。間接的にではあるが，利光の政治ネットワークが機能した事例といえよう。
狛江市（北多磨郡狛江村）の事例
北多摩郡狛江村においては１９２３年６月，村長であった石井扇吉が村議会で「敷地委員会」を結成
し，買収用地の選定と価格についての議論を開始している。また関係地主も「関係地主有志会」を
結成し，議論に加わっている。この際，路線地域に村の小学校用地と村道の一部の計９９坪がかかっ
ていることから，１９２５年２月以降，買収の可否・価格について議論が行なわれている。この問題に
ついては，同年７月９日村議会において小田急が狛江小学校に対して３０００円を寄付し，小学校基本
財産に繰り入れること，ならびに「隣接地ノ価格ニ準ジ仝社ヘ売却」されることが承認された１３）。
この小学校用地問題を巡っては村内で村長派と対立する勢力が存在し，一時紛糾したことが記さ
れている。橘樹郡稲田町の丸山教教祖であった伊藤葦天の回顧に次のようなエピソードが紹介され
ている。伊藤は多摩地方の有力者，文化人として同地方の名望家との交流が厚く，この際も紛争の
仲介に動いていることがわかる。
「（小田急の：引用者注）軌道敷地が狛江の小学校の東角にぶつかり，買収交渉が進められたが時
の村長石井扇吉氏派と，井上半三郎氏派の意見が衝突して，中々決定しなかった。小田急では工事
がどんどん進むのに喧嘩は済まないので困って仕舞った。或日楠（熊治郎：引用者注）重役が外の
事で小庵へやって来て浮かぬ顔をしているので，どうしたんかと聞くと，これこれだと言う。それ
をきいて私はふと纏まるなとカンが動いた。（中略）或る日私は登戸渡船を超え，長い和泉の土堤
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をのぼって井上氏を玉翠園に訪ねた。折りよく在宅ですぐに逢えた。私は，井上さん，あの問題は
あなたの方へお任せしましょうと，頭から言った。それを聞いて井上さんは，顔をくずして喜び，
そうして下さいますかと頭を下げた。それは私の知人の家で或る青年を婿に貰う事に極めて有った
処が，其の青年と井上さんの娘が恋愛をした。青年が非常に立派な人物なので井上さんも是非婿に
と希望し，私は仲人の立場上久しく悩んでいたのであった。けれど今更相愛の仲を裂くのはかわい
そうだと思い，予め知人の家に諦めさせて，快く井上家へ青年を贈ろうという腹を決めて来たので
ある。井上さんの大喜びの顔を見ながら私は言った。そのかわり井上さん一つ私の顔も立ててくだ
さいよと。井上さんは出来ます事ならという。そこで然々と狛江小学校敷地問題解決を出した。井
上さんは速座に，一応仝志と相談はしますが宜しいと承諾してくれた。（中略）小田急から金三千
円を狛江村に寄附してシャンシャンシャンと手を締めたのであった」１４）。
１９２５年９月には小田急社長利光鶴松と狛江村の間で以下のような契約書が交わされている。契約
書では村内を８地区に区分し，それぞれ坪当たり４円５０銭～１０円２５銭で売り渡す（宅地はこの１．５
倍）こととする。土地代金は契約日から６０日以内に実施する。以上の契約をもって同年１１月初旬に
小田急による線路建設工事が開始された。狛江村も関係地主に対して，工事用地における「上物ヲ
成可十一月十日マデニ移転伐採収穫等御実行被下様」周知を行なった１５）。
用地買収交渉が終了した，１１月に入ると，狛江村では村内の駅設置について，陳情活動が開始さ
れている。村内駅として予定されていた多摩川駅（現和泉多摩川駅）が，市の中心部から離れてい
ることに不満が生じ，村内中心部「学校付近」への新駅建設が要望されているのである。小田急は
１１月１６日付村長宛の書簡において，駅間距離と列車速度・カーブの関係上「今日ニ於テハ絶対ニ新
設ノ余地無之」とこれを拒絶している。しかし村側は諦めず交渉を続けた結果，開業直前の１９２７年
２月，停留所と用地（地主は緒方地区の山口桑太郎）を地元の募金で買収し，小田急側に寄附する
ことで，駅設置の合意を取り付け，開業２ヶ月後の６月１日（５月２７日説もある：引用者注）に狛
江駅開業を実現したのである。当日は村長と村内交渉担当者が小田急社長を多摩川湖畔の料亭和泉
亭に招き，祝宴を張ったと記録されている１６）。
2．神奈川県下における路線買収・駅設置状況
川崎市多摩区の事例（生田村騒動）
小田原線の計画が多摩区地域に伝わったのは１９２３年のことであった。７月２０日，生田村の代表６
名と登戸（稲田村）の５名，それに向丘村の村長など計１２名が小田急の事務所を訪れ，停車場誘致
等についての話し合いを行なった。地元側は多摩川南部への駅設置を要望し，会社側からは路線・
停車場用地買収への協力要請があったという。用地買収の協議会は１９２４年中に数度行なわれたが，
当初小田急側が提示した買収価格（坪当田１円７０銭，畑１円５０銭，山林４０銭）が，地元の希望を大
きく下回っていたため，交渉は難航した。しかし，その後稲田村では坪２円５０銭と２０００坪の停車場
用地寄附を条件に駅（稲田登戸，現向ヶ丘遊園駅）設置が草々に決着へと向かったのだという。し
かし生田村は比較的平野部の多い稲田村に比べて傾斜地が多く，路線予定地は貴重な優良農地が多
かったことから，田３円３０銭，畑２円６０銭，宅地２円５０銭，山林８０銭の提示価格に執着した。これ
に対して小田急側は生田村への停車場設置は一応受け入れる姿勢を見せたうえで，約１０００坪が必要
な駅用地の一部寄附を要求した１７）。
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しかしその後，生田村では駅の設置場所を巡って村論を２分する騒動が発生した。元来生田村は
東西に細長い地形をしており，明治年代に西部の菅生村と東部の五反田村が合併し，両村の一文字
を取って「生田」と名づけた経緯があった。村役場等の行政の中心は村東部に存在したが，村西部
には，農機具製造会社である細王舎が立地していたことから駅の設置場所を巡り，激しい議論が展
開されることになった。１９２５年１２月に東側住民が配布したと思われるビラ，「生田村停車場問題紛
擾の真相」によれば，まず１９２４年７月２６日，生田村の箕輪亥作，伊藤嘉七，岸長吉の３名が小田急
本社に赴き生田村への停車場設置を要求したという。この時点での小田急の回答は「生田村の停車
場を考えていないが，希望するなら，置いてもいい」というものであったが，場所については村役
場のある村中央部（東部地区）という話がなされたという。しかしその後８月１８日には「登戸に停
車場を決定したから，東生田には設置できない」と回答され，「貨物を取り扱う停車場の設置」を
提示した。その後話し合いは続いたが，東生田の住民は駅が設置されるならば当初の話通り，役場
付近であると考えていたという１８）。
しかし９月７日，村会において西生田駅誘致案が浮上した。１１月１７日には西部地区の有力者が停
車場用地買収資金は細王舎が負担し，工費７８００円も細王舎が負担するという内容で小田急と交渉を
成立させ，１２月１日には村長も西部地区設置案を支持するに至った１９）。これに憤激した東部地区住
民が反発し，西部案であれば用地買収を拒否すると反対の姿勢を示したのである。対立は長引いた
が，地元の混乱に対して橘樹郡役所からの仲裁もあり，最終的には小田急が折れる形で生田村の東
表２ 小田原線沿線の用地買収価格
自治体 駅名 買収条件
砧村 成城学園前 平地林を中心に坪３円で買収
狛江村 狛江 坪４円５０銭～１０円２５銭（宅地は１．５倍）。駅舎と駅敷地は狛江村が寄付。
稲田町 稲田登戸（向ケ丘遊園）
坪２．５円で買収。駅敷地のうち１０００坪は寄付。地主に買収価格と市場
価格の差６３００円を地元有力者が負担。
生田村
東生田・西生田（生田・読
売ランド前）
小田急側坪当たり田１．７，畑１．５，山林０．４を提示。生田村は田３．３，畑
２．６，宅地２．５，山林０．８を提示。
柿生村 柿生 １坪約１円。駅敷地１０００坪分は集落で３０００円集金し買収のうえ，寄付。
町田町 玉川学園前 玉川学園敷地を小原国芳が坪平均１．５円で買収したという回想あり。
大野村
通信学校・相模原（相模大
野・小田急相模原）
「林間都市」用地として沿線を坪当平均１円で買収。
座間村 座間（相武台前） 用地７千坪を無償提供，土砂を一千坪まで無償提供。
海老名村 海老名国分
田畑平均坪当３．６６円で買収。停車場敷地６００坪無償提供。桑１株３０～
２０銭など立木・農作物は個別補償。
伊勢原町 伊勢原
１坪当田３円，畑２．２３円，山林１円にて買収。桑木は１本１０．５円など
個別買収。
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海老名市『海老名市史４資料編近代』（平成１４年）４０５頁。
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西に東生田駅，西生田駅を設置することで決着をみたのである２０）。
この「生田村騒動」に関しては，前述した稲田町の有力者，伊藤葦天による次のような証言が残
っている。少し長いが当時の事情を語る重要な証言であると思うので引用する。「登戸は小田急が
敷けるというので有志で相談し有楽町時代の本社へ行き駅を置いてくれ土地など心配するからと申
込んだ。そうしたら重役の一人が，登戸は鉄橋と山との中間で土盛が大変，其れに梨の移植料等で
土地を唯貰っても御免ですと断られてすごすご引下って来た。小田急は建設願書に生田の根岸に登
戸駅という名義で急行停車駅が決まっていて鉄道省から認可になっていた。それで小田急は生田の
地主と広福寺で八回も交渉したが地主が一坪一三円を主張して譲らなかった。或る夏の暑い日，私
が多摩川で網打ちをしていると小田急の土地課の木戸（理十郎：引用者注）係員が面会に来た。何
用かと聞いたら，停車場がどうしても生田へ出来ないので面目ないが登戸に置きたいと云うのであ
った。私は急行停車駅を置きますかと聞くと五大急行駅を置きますと返事をした。宜しい，村の者
に話して見ますが一坪いくらですときくと，二円五〇銭で三〇〇〇坪。一〇〇〇坪は寄付というの
であった。私は早速有志を集めて斯々と語った。有志は有楽町へ行って断られた事を思い出して，
それ見たことかと冷笑して皆痛快がった。私はここが我慢の仕所ではないか，くやしいけれど将来
のことを考えて一番我慢しようじゃないか。これが生田へ知れれば生田も要求をきっと下げる，何
しろ根岸に◎がついているのだから秘密に運ばなくてはと言った。そうしたら一同が承知するとな
った。木戸係員とは話はとんとん進んだが其頃登戸の地価は五円五〇銭であったから二円五〇銭で
は半価だ。いくら奮発しても一反一〇〇〇円は地主にやらなければ出来ない。一坪三円三〇銭とし
て坪八三円不足だ。それに一〇〇〇坪寄付をすると六三〇〇円不足する。それをどうするかとなっ
た。私は五〇〇円出す小泉君もどうかと切り出した。小泉君が承知した。外の連中は三〇〇円とい
う事で大半が纏まった。あとは一般からの寄付によろうと決定した。それで仮調印した。小田急が
一〇〇〇円，駅前道路建設費としてくれた」２１）。
以上の叙述から，以下のようなことが判明する。まず小田急は用地買収と駅設置に関しては地域
の有力者を仲介に話を進めたこと。駅の設置位置については当初の計画に必ずしもこだわらず，用
地交渉が難航した場合，村内他地域や近隣町村の駅設置要求に応じ交渉を有利に進めようとしたこ
と。そして駅用地の寄付は自治体側からの要請というより小田急側が提示した条件であったことな
どである。
川崎市麻生区（旧柿生村）の事例
基本的に神奈川県下において小田急は，河川沿いの砂利採掘地近くや，他路線との交差駅を除き，
旧村ひとつにつき１駅の駅設置を想定して，路線計画を進めていたようである。前述の生田村の場
合は紛争の結果１村２駅となった希少なケースである。しかし都筑郡柿生村（現川崎市麻生区）の
場合には，次のような証言が残されている。
「小田急電鉄の用地買収価格は坪当り約１円である。それに駅の設置についても会社側では，柿
生と鶴川境の一本松附近に一ヶ所だけと提示した。それは勿論，柿生も鶴川も承認できないので，
会社に交渉したところ，会社では地元の方々の協力如何によっては考慮するとの回答を得た。要は
駅の敷地寄付の問題であった。柿生では上麻生の中央（地主鴨志田広吉氏）と決め，それに約一〇
〇〇坪を地元負担で買収し，これを寄付することに村民の一致をみた。これらの買収価格は三〇〇
〇円として受益者負担の割合で各部落から支出した」２２）。
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つまり小田急は当初，鶴川村と柿生村の境界付近に駅を計画し，双方の村が自村中心部への駅設
置を要求した場合は，交換条件として駅敷地の寄付を要求したということである。地元側からは「当
時の小田急は何しろ威張っていたからね。駅を造って欲しいのなら，用地を無償で提供しろと，そ
れは高飛車だったらしい」２３）という評もなされている。また買収費用を株式で受領する事例があっ
たことは既に述べたが，柿生村においても「会社では沿道の人たちに対して，株主になってわれわ
れの事業に一層協力してほしいと強い要請もあったので，小田急電鉄の引き受けをした人たちは
大勢あった（一株五十円，但し第一回は十二円五十銭の払い込み）。それ以来，農村の人たちも株
には興味を持つようになった」２４）という証言が残されている。その一方で地元雇用については「小
田急が開通したお陰で，農家の次男，３男坊の働き口が増えましたよね。私の叔父さんなんかも，
家でぶらぶらしていたようなんですが，開通後は小田急電鉄に入社できた。当時は，柿生から小田
急に就職した人たちが結構いたそうですよ」２５）と地域経済への影響について，肯定的な回想が残さ
れている。
町田市の事例
町田市域への小田急誘致の功績者として複数の文献で名前が挙がる人物は村野常右衛門である。
村野は１８５９年多摩郡野津田村に生まれ民権運動家として活躍した，いわゆる「三多摩壮士」の一人
であり，文武道場「凌霜館」を建てて若手民権家の育成に取り組む一方，１８８５年の大阪事件に連座
して投獄されるが，その後，県会議員，衆議院議員となり，１９１４年には立憲政友会の幹事長となっ
た。村野は利光鶴松と，かつて自由民権運動の活動をしていた時代から親交があり，小田急の路線
免許取得や，地元の土地買収において大きな力になったと言われている２６）。下村栄安の『町田街道』
には，次のようなエピソードが記されている。
「小田急敷設の許可が下りると，利光鶴松は当時の代議士中野寅次郎を同道して村野を訪問し，
その斡旋の労を謝し，うやうやしく金参拾萬円を謝礼として差し出した。当時の三十万は今日のど
う見積っても三千万円は下るまい。ところが，村野の顔面は蒼白となって，『一体この金は何だ。
不肖，村野は金が欲しくて君を応援したと思うのかーッ。馬鹿者！』と怒髪天をつく憤りで，立ち
上がるやいなやその金を蹴とばしたと伝えられている」２７）。
また前述の伊藤葦天も利光，村野との親交について次のような証言を残している。「小田急建設
当時，僕は利光社長や村野常右衛門老などとよく会っていた，井上敬次郎翁や中野寅吉老など政友
会の親爺連中とも懇意だったのだ」２８）。
新原町田駅（現町田駅）に関しては，すでに横浜線が開通していたことから，駅設置に関しては
当初計画から変更があった。国鉄原町田駅周辺は，町の中心部で人家が密集しており，町を分断す
ることを恐れる地元の反対を受けて用地買収は不可となり，やや南方の森野寄りの位置に変更した
ため，玉川学園―町田間で路線の急カーブが生じることになった。その結果として，横浜線原町田
駅と小田急線新原町田駅の間にはかなりの距離が発生したのであるという２９）。
座間市・海老名市の事例
小田原線敷設について，神奈川県内陸部の町村は総じて協力的であったが，農村地帯の中には反
対運動が盛り上がった地域もあった。相模川流域の高座郡座間村では，小田急の誘致が浮上した際，
敷設反対の地主百数十人が敷設取り止めを求める緊急動議を村長に提出。「若い者が町に出ていっ
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て身上をつぶす」「交通事故が多発する」「百姓に電車は要らぬ」，「線路により耕地が分割され，交
通も不便になる」「鶏が卵を産まなくなる」などの理由が挙げられた３０）。そのため小田急側も村側
への影響を最小限にするべく路線の修正を行ない，１９２４年４月２８日付で，座間村・新磯村（現相模
原市）の住民との間で下記の内容の契約を締結した。
一，小田急は村側の希望に従い，停車場，車庫，修繕庫，社宅，並びに変電所等を村内通称「中原」
に施設すること。
一，前項の代償として，村側は小田急に対し，前項の敷地のうち土地７千坪を無償提供すること。
一，小田急側が村の要望に応じて路線を変更した結果，土砂の不足が生じた場合，村側は小田急に
便宜を図り，１千坪まで土砂を提供すること３１）。
この場合，座間村としては狛江村や柿生村とは逆に，村周縁部に駅を立地することの条件として
用地の一部提供と土砂の提供等を申し出たことになる。逆に隣接する新磯村（現相模原市）からす
れば自村近くに駅が設置されたということになる。駅，線路の建設工事には村人も多数が参加し，
農閑期に日当７０～８０銭，農繁期には１円６０銭ほどが支給された３２）。なお，上宿在住のある農家は，
駅敷地に決定した位置に農地があり，村内で最も広い三反八畝（１１４０坪）を買収されることになっ
たが，「これから実際に百姓をやるのは俺なんだ。この俺が百姓をやるんだから絶対にだめだ」と
反対する後継者に対して，村の有力者が「我慢をしてくれ五〇年待てばきっと良いことになるから」
と説得され，しぶしぶ承諾したというエピソードが残されている３３）。
また座間と同じ高座郡に属する海老名村における駅（海老名国分駅：現在の海老名駅とは位置が
異なる）設置については，次のような契約書が残されている。沿線地域自治体との契約を知る資料
として貴重であるので引用する（下線は引用者が付したものである）。
契約書
小田原急行鉄道株式会社千田篤ト（以下甲ト称ス）高座郡海老名村国分，上今泉，下今泉関係地主
代表者小野沢啓治郎，飯田六右衛門，中山定治郎，二見長十郎，田辺福太郎，池田長作，小山喜代
治郎，飯田直吉，森下藤吉，井上吉兵衛，井上瀧蔵，年縄権之助，塩脇和助，橋場仙蔵（以下乙ト
称ス）トノ間ニ契約スルコト左ノ如シ
第一条 乙ハ国分，上今泉，下今泉地内乙所有地ヲ甲ノ軌道敷設用地トシテ，左ノ価額ヲ以テ甲ニ
売渡スコトヲ承諾ス 但シ甲ニ於テハ停留所ヲ設置シ，乙ニ於テハ甲ノ指定ニ従ヒ六百坪ノ土地ヲ
停留所敷地トシテ甲ニ無償寄附スルコトヲ条件トス
一，田，畑平均一坪当リ金参円六拾六銭六厘
第二条 乙ハ第一条ノ用地内ニ於ケル地上物件ハ左ノ価額ヲ以テ甲ニ売渡スコトヲ承諾ス
一，桑株ハ一株甲三十銭 乙弐拾五銭 丙二十銭
一，茶ハ一株大壱円 小六十銭
一，農作物ハ一坪金拾銭
第三条 甲ハ乙ニ支払ウベキ第一条，第二条ノ代金ハ所有権移転登記ト同時（工事着手ガ登記前ナ
ルトキハ其際トス）ニ全額ヲ支払フモノトス
第四条 乙ハ本契約ノ日ヨリ甲ニ於テ軌道敷設工事ニ着手スルモ何等異議ナキ者トス
第五条 軌道線路敷設ノ為メ灌漑排水其他ニ支障ヲ生ジ農作物ノ収穫ヲ減少シタル場合ハ甲ニ於テ
「補償ノ責ニ任ジ，同時ニ」（以上抹消）乙ノ指揮ニヨリソウトウナル除害工事ヲ施行スルモノトス
86
第六条 甲ニ於テ国分地内ニ停留所ヲ設置セザル時ハ本軌道敷地全部ヲ無償ニテ乙ニ還付スルモノ
トス 右契約之証トシテ本証四通ヲ作成シ各部落代表者ニ於テ其壱通ヲ保有ス，但シ乙ニ於テハ小
野沢啓治郎，年縄権之助，塩脇和助ヲ本証保管人ト定ム
本契約ノ締結ニハ海老名村長井上門太郎氏参与シタリ
大正十四年拾二月廿五日
甲 小田原急行鉄道株式会社 千田篤
乙 関係地主代表者 高座郡海老名村国分（以下氏名略）３４）
駅の設置場所で地元の要望を聞く条件として駅敷地の無償寄付が定められている点は他町村と同
様である。また契約において土地以外の立木，農作物の補償についても細かく定められている点は
注目される。また工事による農作物被害については，海老名付近においては線路が相模川と併走す
るため，洪水時に線路が堰となって，堤防付近農地の排水を悪化させることが懸念されたが，小田
急による「補償の責（任）」を明文することを避けつつも，除外工事を実施することで合意した経
緯を見て取ることができる。
厚木市・伊勢原市の事例
愛甲郡の郡役所が所在した厚木は，古来より大山街道と相模川河川流通の交差点として栄え，近
代に入っても周辺農村部における養蚕業の隆盛とともに，絹の集散地として発展するかにみえたが，
東海道本線が県南部に開通したことにより，衰退の危機に見舞われた。その後，厚木地域では同地
を経由する鉄道の誘致に心を砕くことになる。そのため厚木地域は小田原線誘致に最も積極的であ
った地域として知られており，その様子は『横浜貿易新聞』の次の記事からもうかがうことができ
る。
「往昔京都より東北の往来として，海老名村の相模国分寺の建立以来久しく県下の中心地となっ
ていた厚木地方は明治初年まで相当繁栄を見ていたが，東海道線鉄道の敷設と共に，沿岸地方に繁
栄を奪われてあたら時代の推移をかこつことここに五十年であった。然るに今日は此の地方にとっ
て如何なる好き日ぞ。（中略）茲に於て沿線地方は，交通も物品の移出入も極めて簡便となり，産
業は振興すべく，遊園地田園都市の計画によって都人の出入多く，数多き古跡名勝を訪う者，或は
多摩，相模，酒匂三川の鮎漁に，或は七沢鶴巻の温泉に，その発展繁栄の見るべきもの予想以上の
ものがあろう。（中略）厚木町は一年も前から之が開通に関する設備の建設に懸命になっていた。
よ ろ ず や
厚木上町遊園地は既に第一期が終り，ベンチや四阿屋など頗る清楚な感がする遊園地が出来上り，
町商工会は連合大売出しを催し数百本の煙火を終日打ち揚げる等，未曾有の盛況を呈するであろう
（中略）」３５）。
小田急沿線地域で計画的な駅前街区設計が行なわれた事例は，成城学園，玉川学園の学園都市，
江ノ島線の林間都市，及び戦後の新駅（新百合ヶ丘）などを除くと数少ないが，相模厚木駅は例外
的事例に属するといえる。その背景には駅開発に貢献した地域有力者の活動が存在した。相模厚木
駅（現本厚木駅）が開設された当初，表口は南口であった。駅前は当時の厚木町長後藤宗七所有の
水田であったが，この畦道を拡巾して，東の平塚線（旭町大通り）に通じる道路が一本建設され，
これが「小田急第一幹線」と名づけられた。さらにこの小田急一号線から分岐し，駅の東側を北方
に向けて踏み切りを渡り，元町通りまでつなぐ道路も建設され，「第二幹線」と呼ばれた（現在の
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小田急通り）。この二線が相模厚木駅から町内主要幹線への接続路となった。
一方駅開業当初の北口は，一面の水田で道は畦道のみという状態であったが，この北口一帯の農
地所有者あった町の有力者，中野再五郎（神中鉄道重役・厚木町助役）が自らの所有地を提供し，
北口から巾４m，延長３６０mの道路を全額自費の突貫工事で建設し，現在の２４６号まで接続。街灯ま
で設置したという。此の道路は当初「中野通り」と呼ばれた（現在の一番街通り）３６）。
厚木町ではその後も，駅周辺を住宅地として開発する努力を続け，当初は南口前面の水田が選出
されたが，所有者である町長後藤宗七の退職により，その計画は撤回され，その後，第二幹線寄り
の八反田地区に町営住宅が建設され，第二幹線沿いに商店が誘致され，街区の開発が進められた３７）。
このように，旧土地所有者の努力によって街区が整理された結果，相模厚木駅周辺部には，比較的
街区整備の行き届いた駅前区画が形成されたのである。
中郡伊勢原町における小田原線開通に関する史料が確認されるのは大正１２（１９２３）年８月以降の
ことである。当時町長であった長塚浪蔵に対して１９２５年５月５日付けで小田急社員安東龍五（当時
取締役総務課長）が発した書簡が残されており，小田急が伊勢原町において「線路用地買収に関す
る委員会」の設置を要請している。文中には同委員会について「過般出張の際御願ひ申し上置し」
と説明されていることから，小田急側がもう少し前の時期から町長に対して用地買収の調整依頼を
行なっていたことがわかる３８）。
用地買収交渉がまとまったのは大正１４（１９２５）年８月２４日。当時の土地売買契約書では小田急用
地主任石川辰造と伊勢原町加藤宗兵衛ほか５０名との間に以下のような契約が結ばれた。
第壱条 乙（地権者）ハ甲（小田原急行株式会社）会社ノ線路敷設ノ為メ自己所有ノ土地ヲ左記ノ
価格ヲ以テ甲ニ売渡スコトヲ承諾ス
一 田弐千参百参拾六坪五合参勺
此価格七千九円五拾九銭也
坪当リ価格金参円（反当九百円ノ割）
一 畑九千四百五拾二坪六勺
此価格金弐万壱千壱百七円也
坪当リ価格金弐円弐拾参銭参厘強（反当り金六百七拾円ノ割）但シ該土地ニ現存セル穴□
ヲ含ム）
一 山林二百九拾七坪二号七勺
此価格金弐百九拾七円参拾銭也
坪当リ価格金壱円（反当り参百円ノ割）
第二条 甲ハ前条買収代金ヲ所有権移転登記終了ノ日ニ於テ支払フモノトス
但前項所有権移転登記終了以前ニ於テ若シ会社ガ工事着手セル場合ハ工事着手ト同時ニ支
払フモノトス
第三条 甲ハ本契約ノ日ニ於テ該土地ニ現存セル左記物件ニ限リ左ノ価格ヲ以テ補償ス但シ乙ハ該
物件ヲ買収地以外ニ本年九月下旬迄ニ移転スルモノトス
一 桑（穴□ヲ含トス）単価一本金拾五銭
第四条 乙又ハ第三者カ本契約以降ニ於テ植付ケ或ハ種付シタル物件ニ対シテハ補償ヲ為サザルモ
ノトス但シ大正十四年十月迄ニ収穫スヘキ物件ニ対シ補償ノ必要ヲ生シタルトキ其価格ニ
付テハ追テ協議スルモノトス
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第五条 乙ハ所有権移転前何時ニテモ甲会社ガ第一条ノ工事ヲ為スニ付キ土地ノ使用ヲ為スモ異議
ナキモノトス３９）
この文書には駅敷地の無償譲渡についての約定は記されていない。伊勢原町と小田急との間で駅
設置場所で厳しい交渉があったという記録が現時点で見つからない。しかし隣接する駅に「愛甲石
田」という駅が存在する。これは当時愛甲郡南毛利村（現厚木市）と中郡成瀬村石田集落（現伊勢
原市）の境界上に設置されており，駅名はその両地名から取られたものである。同駅の設置を巡る
現地史料を今回確認することはできなかったが，駅設置を巡り沿線自治体が綱引きを行った名残り
とみることができよう。
秦野市の事例
現在の秦野市域はかつて中郡秦野町，東秦野村，西秦野村，南秦野村，北秦野村，大根村，足柄
上郡上秦野村の１町６村から形成されていたが，小田原線建設の計画が浮上すると，路線や駅の誘
致を巡って，各町村の運動が活性化した。なかでも動きが早かったのが市域西部の西秦野村である。
同村では従来小学校建設を巡って村内に紛擾が存在していたというが，小田急線駅設置に際して団
結し，同村曲松付近に駅設置を要望し，代償として敷地３０００坪を寄付することを１９２３年６月早々に
決定した４０）。市域東部の大根村では１９２５年５月１６日の村議会において大根橋付近に停車場を誘致す
るため敷地１２００坪以内を寄付することを決定し４１），その後村内から北矢名地区への誘致運動が発生
したが，結局当初予定に近い塩貝地区に大根駅が設置された４２）。また同じ大根村に設置された鶴巻
駅（現鶴巻温泉駅）は，１９１４年に湧出した同地の温泉に注目した小田急側の方針で設置された駅で
あるという。ただ同駅設置に際しても，駅用地については地元有志，和田文次郎ら３３名による３２８５
円の寄付金が集められたことが記録されている４３）。
これに対して市域で駅設置が最も紛糾したのが，市域の中心部をなす秦野町であった。同町では
１９２３年６月２４日の町議会で，町内に停車所の設置を要望し，敷地として３０００坪を寄付することが決
議されており，同年７月２７日の『横浜貿易新報』では，大根駅（現東海大学前駅），西秦野駅（現
渋沢駅）の設置に続き，秦野町にも駅が設置される予定であることが報じられている４４）。しかしそ
の後秦野町では駅設置場所を巡り大きな紛争が生じた。『秦野市史』によれば，当初小田急は秦野
町の乳牛地区に駅を設置する計画であったという４５）。しかし町内の他地区が同地区への駅設置に反
対し，町論が二分された。１９２３年６月２４日の町議会において，当時の安藤蓁太郎町長が停車場位置
について会社に再調査を求める決議を採決したことにより，乳牛地区賛成勢力が中郡役所や県庁へ
の陳情を行う騒ぎに発展した。この際，地元政友会系の代議士である小塩（八郎右衛門か？：引用
者）や，鈴木易三などが仲裁に入ろうとしたが乳牛地区支持者には憲政会派が多く，かえって反感
を買ったとの記述も残されている４６）。
この秦野町の騒動を見た隣接する南秦野村では，秦野町に替って南秦野村に駅を誘致する動きが
活発化し，結局小田急は南秦野村尾尻竹の下地区に駅設置を決定した４７）。近隣最大の自治体である
秦野町内に駅が設置されないという事態は当時としては大事件であった。その後，南秦野村でも「カ
ヤノ木」地区と「竹の下」地区とで駅設置場所を巡って村内対立が起こり，結局駅の設置された「竹
の下」地区は南秦野村の中心部から外れた，秦野町との境界部であったという。小田急側としても，
地域の中心地である秦野町へのアクセスを重視せざるを得なかった故の結果であろう。現在当時の
大秦野駅は秦野駅と名称を改め，南秦野村と秦野町も合併し，当時の事情は分かりにくくなってい
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るが，秦野町の旧市街から見て秦野駅が水無川を挟んだ対岸に位置するのは，上記のような事情に
よるものである。上記秦野町の騒動を取材した『横浜貿易新報』の記事の一部を最後にあげておき
たい。
「停車場の争奪戦は単に一秦野に於ける特種な現象では決してない，小田原を基点をし，新宿に
到る小田原急行鉄道の沿線随所に醸されつつある問題である。それが為めに一家団欒の如き町村が
互いに白眼相非済し，隣人顔をそむけて交を断つの類例余りに多きを驚くのである。何が為めに同
じ問題が，同じ状態に起るか，畢竟するに町村民が徒らに自己目前の利害に走ること急にして大局
を洞察するの力がなく又会社側は徒らに町村民の紛争を悪用し，或は却って煽動するが如き態度に
出で，町村側の提供条件のセリ上げに努め，該町村の将来を慮るが如き誠意は豪も之を認むること
が出来ないのである」４８）。
おわりに
小田原急行鉄道は，関西私鉄による沿線開発のパイオニア的地位にあった箕面有馬電鉄に比べ，
いくつかの点で用地買収上，不利な点を抱えていた。まず同社の開業は関西私鉄どころか関東私鉄
のなかでもかなりの後発であり，沿線開発や用地買収のメリット・デメリット，交渉のあり方など，
すでに社会的にある程度情報が普及している時期に計画された。また路線計画についても，新宿－
小田原間の免許取得については，新聞報道などを通じて既に現地の知るところとなっており，箕面
有馬電鉄のように匿名性を維持して用地買収を行える状況にはなかったのである。
小田原急行鉄道の創業者，利光鶴松は東京市における議員活動の結果，府下の政友会系議員を中
心に人的ネットワークを保持しており，同社には副社長の井上敬次郎，森恪，用地課長の楠熊治郎
ら，政友会系有力者を擁し，これらの人材が沿線用地買収において力を発揮した。逆に秦野町の事
例に見られるように，反政友会勢力の影響力の強い地域ではそのネットワークが十分に機能しなか
った可能性もある。また用地買収を巡っては個別地主に交渉するのではなく，これら有力者の他，
自治体の町村長など公職者に地元意見の集約を依頼するなどの行動も見られた。
その他小田急側の交渉カードは先行他社に比べ，非常に限られていたが，最大のものは駅の設置
場所であった。小田急沿線には祖師ヶ谷大蔵，愛甲石田など，当時の自治体の境界上に位置する駅
が存在する。これは従来沿線自治体の駅誘致合戦の結果，小田急側が止む無く境界線上に設置した
ものとの説明が一般的になされてきた。しかし自治体境界上の駅設置理由については，従来の説明
通り，自治体の誘致合戦の結果，小田急にとっても不本意な形で立地したものと，小田急側が沿線
自治体との交渉カードとするために計画したものと，２通りの可能性を考慮する必要がある。後者
の場合は，小田急側が計画当初から自治体境界上に駅を計画し，自治体の中心部に駅を欲する自治
体に対して，買収交渉の取りまとめや駅敷地の寄付を要求するための取引材料にした可能性が高い
のである。無論，町田，厚木，秦野といった沿線の有力町村に関しては当初から中枢部に駅を設置
する予定であっただろう（逆にこうした旧市街が存在する町村では，駅を市街中心部に置くことが
技術的に難しかった可能性はある）が，比較的小規模な町村に対しては駅の設置有無を含めた条件
を交渉材料にして，用地交渉が進められたものと考えられる。
沿線自治体，特に県の経済発展に取り残されつつあった，神奈川県内陸部の町村が全体として小
田急線誘致に協力的であったことは事実であろう。厚木町のように，沿線有力者が積極的に駅前開
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発を推進した事例も存在した。しかし個別の交渉となると町村内部での駅設置場所について，対立
が生じたし，用地買収を有利な価格で進めたいと考える土地所有者は当然存在した。駅敷地の寄附
も決して自治体から進んで申し出られたものではなく，駅設置を巡る交渉の過程で，小田急側が用
地寄付を設置条件としてつきつけた事例がみられる事実を把握する必要がある。地域間対立や条件
交渉があまりにも紛糾し，地域における調整者が十分な調整機能を発揮できなかった場合，秦野町
のように町村内駅設置が失敗するという事例も存在したのである。
本書の分析は基本的に沿線地域の郷土史研究の成果をまとめたものであり，また小田急本社の内
部資料を活用したものでもない。より多数の事例を蓄積するか，一次資料に近い根拠を提示するこ
とで，本稿の仮説・主張を検証してゆくことが今後の課題となる。
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